
大阪版地方分権推進制度実施要綱 

 

第１ 趣旨 

この要綱は、「大阪版地方分権推進制度に関する考え方」（平成８年１２月大阪

府・市町村分権協議会報告）、「大阪発“地方分権改革”の推進に向けて」（平成

２１年３月大阪府・市町村分権協議会とりまとめ）及び「市町村への権限移譲の

推進に向けて」（平成２６年３月大阪府・市町村分権協議会とりまとめ）に基づ

き、大阪版地方分権推進制度に係る手続、府から市町村への事務移譲に伴う財源

措置等について必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 府から市町村への事務移譲 

府は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７の２第１項又

は地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第５

５条第１項の規定により市町村に事務移譲を行う場合は、次の１から３までのい

ずれかの手続により行うものとし、４から７までの措置を講ずるものとする。 

 

１ 市町村からの申出による手続 

(1) 市町村長は、事務移譲を希望する場合は、事務移譲申出書（様式第１号）

により、知事に対して申し出るものとする。 

(2) (1)の規定による申出は、事務移譲を希望する年度の前年度の知事が定め

る期間に行うものとする。 

(3)  知事は、(1)の規定による申出があった事務が大阪府教育委員会の権限に

属する事務である場合は、大阪府教育委員会の教育長（以下「府教育長」と

いう。）に通知するものとする。 

(4) 知事又は府教育長は、市町村長から申出のあった知事又は大阪府教育委

員会の権限に属する事務について、事務移譲の内容、時期、財源措置、人的

支援等の検討を行うものとする。 

(5) 府教育長は、(4)の検討を行った結果を知事に報告するものとする。 

 (6) 知事は、(1)の規定により市町村長から事務移譲の申出のあった事務につ

いて、市町村長に対し、移譲の可否を事務移譲申出回答書（様式第２号）に

より回答するものとする。この場合において、移譲しないこととするときは、

その理由を明らかにするものとする。 

 

２ 市町村との協議による手続 

(1) 知事は、移譲しようとする事務が次に掲げる場合においては、事務移譲

の対象となる市町村長に対して協議を行い、その同意を得て、当該事務を移

譲することができる。 

ア 法令の制定又は改正により、府の事務について、市町村の事務と一体的



に、又は一連のものとして行うことが必要となる場合 

イ 法令の制定又は改正により、既に移譲されている事務について、その種

類や範囲に変更（軽微な変更を除く。）が生じる場合 

ウ その他市町村長からの申出による手続により難い場合 

(2) 知事は、事務移譲についての協議に当たり、市町村長に対し、当該事務

の内容、協議による事務移譲を行うこととした理由、時期、財源措置等を

事務移譲協議書（様式第３号）により提示するものとする。 

(3) 市町村長は、知事から事務移譲についての協議があった事務について、

知事に対し、その同意の有無を事務移譲協議回答書（様式第４号）により

回答するものとする。この場合において、市町村長が同意しないこととし

たときは、知事は、その理由を明らかにするよう求めることができる。 

 

３ 市町村からの要請による手続 

市町村長が、地方自治法第２５２条の１７の２第３項又は地方教育行政の組

織及び運営に関する法律第５５条第６項の規定により府からの事務移譲を要

請する場合には、１の規定を準用する。 

 

４ 府から市町村への事務移譲に伴う財源措置 

知事又は府教育長は、移譲事務を処理する市町村の事務執行に必要な経費と

して、次に掲げる交付金を予算の定めるところにより市町村に交付するものと

する。 

(1) 経常的経費に係る交付金 

移譲事務の執行に必要な経常的経費として、次のアにより算定される人

件費及びイにより算定される事務費に対して交付する交付金 

ア 人件費＝ａ×ｂ＋ａ×ｃ 

ａ：当該市町村の普通会計一般職員の１人１時間当たり人件費 

交付の前年度の決算における普通会計一般職員に係る次に掲げ

る項目の額の合計額を同年度の４月１日現在の当該職員数で除し

た額を、平均的な年間所定勤務時間数(１，９００)で除した額 

給料 

職員手当（扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、管理職手

当、期末手当、勤勉手当及び退職手当） 

共済等負担金 

ｂ：当該市町村の当該事務に見込まれる年間所要時間 

事務処理の類型ごとに、処理１件当たりの所要時間に、当該市町

村における交付年度中の処理件数を乗じた時間数の合計 

ｃ：移譲事務の執行に伴う固定経費の時間数として、６時間 

イ 事務費＝ｄ×ｅ＋ｆ 

ｄ：当該市町村において要することが見込まれる、当該事務に係る事務



処理の類型ごとに定めた事務処理 1件あたりの額 

ｅ：当該市町村における交付年度中の当該事務に係る事務処理の類型ご

との処理件数 

ｆ：当該市町村において要することが見込まれる、事務処理の件数に関

わらず交付するものとして当該事務ごとに定めた額又は当該事務

ごとに定めた算式により算出した額 

(2) 初期的経費に係る交付金 

移譲に伴う準備等に必要な初期的経費が生じるときに、当該事務ごとに

定めた経費に対して交付する交付金 

 (3) その他 

ア (1)アｂに規定する事務処理の類型ごとの処理１件当たりの所要時間に

ついては、関係市町村と協議の上、知事が定める。 

イ 経常的経費に係る交付金の額の算出の基礎となる(1)イ及び初期的経費

に係る交付金の額については、関係市町村と協議の上、知事が定める。 

ウ 市町村長又は市町村教育長は、経常的経費に係る交付金（初期的経費に

係る交付金がある場合は、当該交付金を含む。以下同じ。）の申請を権限

移譲事務交付金申請書（様式第５号）により知事又は府教育長に行うも

のとする。 

エ 市町村長又は市町村教育長は、交付年度の翌年度の４月２０日までに、

当該交付年度における移譲事務に係る実績を権限移譲事務実績報告書

（様式第６号）により知事又は府教育長に報告するものとする。 

オ 知事又は府教育長は、エに規定する実績の報告があったときは、内容を

審査の上、交付すべき経常的経費に係る交付金の額を決定し、交付年度

の翌年度の５月３１日までに市町村長又は市町村教育長に交付するもの

とする。なお、交付する額に千円未満の端数が生じるときは、その端数

金額を千円として計算するものとする。 

カ (1)及び(2)の規定にかかわらず、手数料収入のある事務については、事

務の執行に必要な費用の状況に応じて、府と関係市町村の協議の上、別

に定める。 

キ その他考慮すべき事項については、府と関係市町村の事務ごとの協議の

上、別に定める。 

 

５ 府から市町村への事務移譲に伴う人的支援 

この制度による移譲事務の円滑な執行に資するため、府は、市町村長からの

要請に応じ、市町村への職員派遣、市町村職員研修生の受入れ、市町村職員と

府職員の人事交流又は市町村への府職員の巡回による支援等、必要な人的支援

を行うものとする。 

 

 



６ 市町村間の広域的な連携の推進 

市町村の人口規模及び組織体制により市町村が単独での事務移譲が困難な

場合には、府は、当該事務の内容や地域の実情に応じた広域連携手法を検討し、

市町村間における広域連携に向けた取組に関する支援を行うものとする。 

 

７ 情報の提供 

府は、市町村における事務移譲の検討に資するよう、市町村の求めに応じ、

当該移譲を希望する事務の概要、処理状況、所要経費、既に事務移譲を受けた

市町村の組織体制又は事務処理状況等を適宜提示するものとする。 

 

第３ 府の市町村に対する関与の見直し 

市町村長は、この制度による関与の見直しを求めようとするときは、知事に対

して、関与見直し申出書（様式第７号）により申し出るものとする。 

 

第４ その他 

１ この要綱の施行の際、現にいずれかの市町村に移譲されている事務について、

事務移譲に関し別の定めのある場合は、第２の４及び５の規定は適用しない。 

２ この要綱に定めるもののほか、事務移譲に関し、必要な事項については、別

に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年１１月１１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年５月２９日から施行し、平成１８年１１月１日から適

用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年６月３日から施行し、平成２２年４月１日から適

用する。 

（平成２２年度及び平成２３年度におけるパッケージ移譲交付金に関する特例） 

２ 前項の規定にかかわらず、平成２２年度及び平成２３年度における指定都

市に係る改正前の大阪版地方分権推進制度実施要綱第３の１(2)、３(4)及び

(5)キからスまでの規定については、なおその効力を有する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年５月３１日から施行する。 



附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

  （平成２４年度予算の経常的経費及び初期的経費に係る実績報告等に関する特

例） 

   ２ 前項の規定にかかわらず、平成２４年度の経常的経費及び初期的経費に係

る改正前の大阪版地方分権推進制度実施要綱第２の４(4)エ及びオの規定に

ついては、平成２４年度予算に係るものに限り、その効力を有する。 

    附 則 

   この要綱は、平成２６年６月３日から施行する。 

    附 則 

   この要綱は、平成２６年８月１１日から施行する。 

    附 則 

   この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成２９年９月１２日から施行し、平成２９年４月１日から適用

する。 

附 則 

  この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

  

 

 

 



様式第１号（第２の１(1)関係） 

 

事務移譲申出書 

 

○○第    号 

 年 月 日 

 

 

大阪府知事 様 

 

 

 

○○市（町・村）長   

 

 

 

 

 

   大阪版地方分権推進制度実施要綱第２の１(1)の規定により、別紙のとおり事務移譲を申し

出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙その１（「移譲事務に係る個票」に記載されている事務用） 

番号 事務名称等 

移譲時期 

備考 
年度 月 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          



 

  別紙その２（「移譲事務に係る個票」に記載されていない事務用） 

１ 分権推進に関する取組方針及び重点的に取組を進める施策分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 移譲を希望する事務の内容等 

事務移譲項目 移譲時期 
事務移譲によって充実する 

住民サービスの内容と期待する効果 
必要な人的支援等 

（事務名） 

 

 

 

（根拠法令等） 

 

   

年 月 

（充実するサービスの内容） 

 

 

 

（期待する効果） 

 

 

 

  



様式第２号（第２の１(6)関係）  

 

事務移譲申出回答書 

 

                             市第      号  

                                年  月  日  

 

 

 

  ○○市（町・村）長 様  

 

 

                               大阪府知事 

 

 

 

 

  ○年○月○日付け市第 号で申出のあった件について、次のとおり回答  

します。 

 

 

 

記  

  １  移譲事務名等 

   

 

  ２  移譲の可否 

 

   

  ３  理 由 

 

 



様式第３号（第２の２(2)関係）  

 

事務移譲協議書 

 

                             市第      号  

                                年  月  日  

 

 

 

  ○○市（町・村）長 様  

 

 

                               大阪府知事 

 

 

 

 

 大阪版地方分権推進制度実施要綱第２の２(2)の規定により、別紙のとおり協議 

します。 



 

（別紙） 

１．移譲事務の内容 ２．協議による移譲を行うこととした理由等  

（１） 事務名称 

 

 

（２）  根拠法令・条文 

 

 

（３）  事務の内容 

 

 

 

 

 

（１）該当項目（要綱第２の２(1)）  

（２）理由 

３．移譲時期       年    月     ４．財源措置  

５．その他（人的支援を行う場合、その内容等）  

 

 



様式第４号（第２の２(3)関係） 

 

事務移譲協議回答書 

 

                              ○○第    号  

                                 年  月  日  

 

 

 

 大阪府知事 様  

 

 

                           ○○市（町・村）長 

 

 

 

 

    ○年○月○日付け市第 号により協議のあった件について、同意します。 

（同意しません。） 

 

 

 

 

  



様式第５号（第２の４(3)ウ関係） 

 

権限移譲事務交付金申請書 

 

○○第    号     

 年  月  日     

 

 

大阪府知事 様  

大阪府教育委員会教育長 様  

 

 

○○市（町・村）長    

○○市（町・村）教育委員会教育長    

 

 

 

 

 

   大阪版地方分権推進制度実施要綱第２の４(3)ウの規定により、○年度の 

交付金（人件費・事務費）を次のとおり申請します。 

 

記  

 

事     務  
処理件数 

（見込み） 
交付金の申請額 

     件         千円  

   

   

 

 

 

 

 

 

 



様式第６号（第２の４(3)エ関係） 

 

権限移譲事務実績報告書 

 

○○第    号     

 年  月  日     

 

大阪府知事 様  

大阪府教育委員会教育長 様  

 

 

○○市（町・村）長    

○○市（町・村）教育委員会教育長    

 

 

 

 

   大阪版地方分権推進制度実施要綱第２の４(3)エの規定により、○年度の 

  実績を次のとおり報告します。 

 

 

記  

 

 

事     務  処理件数 

 件  

  

  

 

 

 

 

 

 

 



様式第７号（第３関係） 

 

関与見直し申出書 

 

○○第    号     

 年  月  日     

 

 

大阪府知事 様  

 

 

○○市（町・村）長    

 

 

 

 

   大阪版地方分権推進制度実施要綱第３の規定により、別紙のとおり関与の 

見直しを申し出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（別紙） 

関 与 の 内 容 根 拠 条 文 見直しの内容と期待される効果 

   

（見直しの内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（見直しによって期待される効果） 





 


